
貸　借　対　照　表
（2019年６月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

 

（資 産 の
 

部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
た な 卸 資 産
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
リ ー ス 資 産
減価償却累計額及び減損損失累計額
無 形 固 定 資 産

の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

22,208,454
14,730,154
6,642,621

43,849
671,523
127,774
△7,466

9,695,746
3,764,074
4,871,334

116,369
1,936

1,462,376
142,418

140
291,814

△3,122,312
2,491,819

99,680
1,543,386

847,917
837

3,439,853
60

52,861
1,962,325
1,424,557

3,790
△3,740

 

（負 債 の
 

部）
流 動 負 債 8,009,565

短 期 借 入 金 500,000
未 払 金 1,494,737
未 払 費 用 1,228,398
未 払 法 人 税 等 1,765,133
未 払 消 費 税 等 659,110
預 り 金 461,434
賞 与 引 当 金 1,508,554
解 約 調 整 引 当 金 291,811
リ ー ス 債 務 64,500
資 産 除 去 債 務 33,782
そ の 他 2,106

固 定 負 債 1,267,933
リ ー ス 債 務 50,976
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 61,838
預 り 保 証 金 180,996
資 産 除 去 債 務 974,123

負 債 合 計 9,277,498
 

（純 資 産 の
 

部）
株 主 資 本 22,626,703
資 本 金 1,024,500
資 本 剰 余 金 1,997,207

資 本 準 備 金 1,997,207
利 益 剰 余 金 19,617,205

そ の 他 利 益 剰 余 金 19,617,205
繰 越 利 益 剰 余 金 19,617,205

自 己 株 式 △12,210
純 資 産 合 計 22,626,703

資 産 合 計 31,904,201 負 債 純 資 産 合 計 31,904,201



損　益　計　算　書

( 2018年 7 月 1 日から
2019年 6 月30日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

営 業 収 益 41,995,769

営 業 費 用 33,745,752

営 業 利 益 8,250,017

営 業 外 収 益

受 取 利 息 55

受 取 補 償 金 9,052

そ の 他 14,658 23,764

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,655

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 48,518

そ の 他 2,474 56,646

経 常 利 益 8,217,135

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 43,950

和 解 金 20,000 63,950

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 23,458

減 損 損 失 149,284 172,742

税 引 前 当 期 純 利 益 8,108,344

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,637,501

法 人 税 等 調 整 額 △222,971 2,414,530

当 期 純 利 益 5,693,814



株主資本等変動計算書

( 2018年 7 月 1 日から
2019年 6 月30日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金

合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2018年７月１日 期首残高 1,024,500 1,997,207 1,997,207 14,900,983 14,900,983 △12,210 17,910,480

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － △977,592 △977,592 － △977,592

当 期 純 利 益 － － － 5,693,814 5,693,814 － 5,693,814

事業年度中の変動額合計 － － － 4,716,222 4,716,222 － 4,716,222

2019年６月30日 期末残高 1,024,500 1,997,207 1,997,207 19,617,205 19,617,205 △12,210 22,626,703

純資産合計

2018年７月１日 期首残高 17,910,480

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △977,592

当 期 純 利 益 5,693,814

事業年度中の変動額合計 4,716,222

2019年６月30日 期末残高 22,626,703



個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

  たな卸資産
 

貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方
法）によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

（リース資産を除く）　　　　　定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　２年～50年
構築物　　　　　　　６年～20年
車両運搬具　　　　　２年
工具、器具及び備品　２年～15年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法によっております。
 

（リース資産を除く）　　　　　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。

 

③　リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　保険契約を締結した顧客が保険料を未納であった場合の保険契約の失効

等に備えるため、過去の失効等の実績率に基づく売上債権の回収不能見
込額を貸倒引当金として計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負
担すべき額を計上しております。

③　解約調整引当金　　　　　　　保険契約を締結した顧客の解約等によって保険会社から請求される代理
店手数料の返戻に備えるため、過去の返戻実績率に基づく代理店手数料
の返戻見込額を解約調整引当金として計上しております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

(4) のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間で均等償却しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。



２．表示方法の変更に関する注記
　（貸借対照表）
　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当事業年度
　　の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表
　　示する方法に変更しております。

３．貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債務 11,625千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引 115,274千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 9,340,000株 －株 －株 9,340,000株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 29,600株 －株 －株 29,600株

(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日
2018年9月27日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 977,592 105.0 2018年6月30日 2018年9月28日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日
2019年9月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 1,163,800 125.0 2019年6月30日 2019年9月30日

(4) 当事業年度末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
普通株式　254,000株



６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税等 123,047千円
未払社会保険料 104,659千円
解約調整引当金 89,353千円
賞与引当金 461,919千円
未払表彰金 111,071千円
減価償却超過額 129,492千円
資産除去債務 308,620千円
その他 183,031千円

繰延税金資産合計 1,511,192千円
繰延税金負債

資産除去債務相当資産 △86,635千円
繰延税金負債合計 △86,635千円
繰延税金資産の純額 1,424,557千円

７．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社は、事業計画及び設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一
時的な余資は、預金等の安全性の高い金融資産で運用しております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びに管理体制
　営業債権である売掛金は、保険契約を締結した顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引先ごとの
期日管理及び残高管理を行っております。
　差入保証金は、主に店舗の賃貸借契約に伴うものであり、契約先の信用リスクに晒されておりますが、
定期的に残高の管理や契約先の財務状態などの把握を行い、回収懸念などの早期把握と信用リスクの低減
を行っております。
　借入金の使途は主として運転資金の調達を目的としたものであります。
　未払金及び未払法人税等については、１年以内の支払期日であり、支払期日に支払いを実行できなくな
るリスクに晒されておりますが、各部署からの報告に基づき、担当部署が適時に資金繰計画を作成、更新
するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。



③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2019年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額(千円) 時 価 ( 千 円 ) 差 額 ( 千 円 )
(1)現 金 及 び 預 金 14,730,154 14,730,154 －
(2)売 掛 金 6,642,621 6,642,621 －
(3)差 入 保 証 金 1,962,325 1,962,325 －

資 産 計 23,335,099 23,335,099 －
(4)短 期 借 入 金 500,000 500,000 －
(5)未 払 金 1,494,737 1,494,737 －
(6)未 払 法 人 税 等 1,765,133 1,765,133 －
(7)未 払 消 費 税 等 659,110 659,110 －

負 債 計 4,418,980 4,418,980 －
（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産
(1)現金及び預金、(2)売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。
(3)差入保証金
　差入保証金の時価については、契約期間及び契約更新等を勘案し、その将来キャッシュ・フローを
国債の利回り等で割り引いた現在価値により算定しております。

負　債
(4)短期借入金、(5)未払金、(6)未払法人税等、(7)未払消費税等
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。



２．金銭債権の決算日後の償還予定額

区　分 １年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 14,730,154 － － －
売掛金 6,642,621 － － －

合計 21,372,775 － － －
　差入保証金については、償還予定が確定しているものがないため、記載しておりません。

３．借入金の決算日後の返済予定額

区分 １年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 500,000 － － － － －

８．減損会計に関する注記
(1) 減損損失を認識した資産及び金額

用途 場所 種類 減損損失

店舗 東京都新宿区、他
建 物 120,995千円
構 築 物 4,530千円
工 具 、 器 具 及 び 備 品 5,056千円

事業所 東京都千代田区 建 物 18,703千円
計 149,284千円

(2) 減損損失の認識に至った経緯
　閉鎖、縮小が決定した店舗等のうち、資産グループの固定資産の帳簿価額を回収できないと判断した資
産グループについて、減損損失を認識しております。また、営業活動から生ずる損益が継続してマイナス
である店舗について、減損損失を認識しております。



(3) 資産のグルーピングの方法
　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主として店舗等を基本単位とし、遊休資産については個
別の物件毎に資産のグルーピングを行っております。

(4) 回収可能価額の算定方法
　回収可能価額を使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローの見積もりによって、零として
おります。

９．関連当事者との取引に関する注記
　　注記すべき取引はありません。

10．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 2,430円26銭
(2) １株当たり当期純利益 611円55銭


